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【中小企業団体中央会の概要】 

根拠法 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号） 
     中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号） 
設 立 昭和３１年４月１０日 
所在地 東京都中央区新川1-26-19 全中・全味ビル（電話03-3523-4901） 

 
組織率６９．６％    

 中央会加入組合所属員数 約２６５．１万人         
  全国の中小企業者数    約３８０．９万人 

全国中小企業団体中央会  
（指導員３2人、職員５人） 

会員数 26,102 組合等 

全国組合 278組合 全国商工団体 79組合   
都道府県中小企業団体中央会 47中央会    

事業協同組合         20,464 組合 
事業協同小組合          3 組合 
信用協同組合            108 組合 
企業組合              994 組合 
商工組合                930 組合 
協業組合                552 組合 
商店街振興組合          859 組合 
生活衛生同業組合        135 組合 
各組合の連合会          448 連合
会 
金融機関等商工業の団体  1,609 団体 

会員数 404組合等 

（注1）会員数：平成２８年3月3１日現在、指導員職員数：平成２８年４月１日現在 
（注2）中小企業者数は「平成２６年経済センサス－活動調査」より 

  中   小   企   業   者  
（中央会加入組合の所属員数 約２６５．１万人） 

 
４７都道府県中小企業団体中央会  
（指導員８０４人、職員１１９人） 

 

Ⅰ．組織概要 

中小企業の振興を使命とし、中小企業団体の組織に関する法律及

び中小企業等協同組合法に基づいて設立された特別民間法人です。 

 

製造業、商業、サービス業など全国約２万６千超の中小企業組合等

を構成メンバーとし、組合等の傘下企業数では２６５万企業が参画す

る、我が国企業の９９．７％を占める中小企業３８０万の６９．６％を組

織しています。 

中小企業連携組織支援のための専門機関として、中小企業者が

相互にその経営資源を補完することに資するため、中小企業者の

交流又は連携の推進、中小企業者の事業の共同化のための組織の

整備、中小企業者が共同して行う事業の助成など、中小企業組合

及びその他の中小企業連携組織並びに都道府県中小企業団体中央

会の健全な発達を図るために必要な事業を行うことを任務として

います。 

指導員・職員が組合等を訪問し、業界等が抱える課題や問題の相

談に応じるほか、各種助成事業の実施、講習会・研究会等の開催、

ホームページや機関誌（紙）等を活用した各種施策の周知・連絡

等の支援・活動を行っています。また、中小企業連携組織に関す

る調査・研究を行い、中小企業振興への提言や中小企業施策実現

のための建議・要望などを行っています。 

 

全国中小企業団体中央会は、都道府県中小企業団体中央会

及び全国地区団体の指導連絡機関です。 
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全国中央会 
支援内容 

Ⅱ．支援の内容 

全国中央会は、中小企業組合をはじめとする連携組織を通じて、中小企業の発展を支援する団体です。そのため、都道府県中央会や全国団体に対し様々な支援を行っています。 

中小企業及び中小企業連携組織に
関連する情報を、様々な媒体を通じ
て、会員及び関係機関に提供して
います。 

政府、政党、関係機関に対し、
中小企業及び中小企業連携組
織対策に関する建議・陳情・請
願を行い、施策に反映されるよ
う努めています。 

関係
団体
支援 

助成
事業 

人材
育成 

政策
提言 

情報
提供 

相談
交流 

組合に関する図書の編集・発行、
会員団体及び所属員企業のため
の各種保険制度の提供等を行って
います。  

調査
研究 

中小企業及び中小企業連携組
織の実態を的確に把握し、適正
な対策を樹立するため、各種の
調査・研究を行っています。 

組合運営や組合を通じての中
小企業の問題に常時対応する
とともに、直接会員を訪問して
相談に応じています。 

 「全国官公需適格組合受注確保

協議会」「全国レディース中中央
会」「全国青年中央会」等の活動を
支援しています。 

中小企業者等が単独では
解決が困難な課題について、
中小企業組合等を通じて、
これを改善する取組みに対
して助成しています。 

都道府県中央会の指導員
や全国団体の役職員等に
対し、職務遂行に必要な知
識・技法等を習得するととも
に、問題解決能力等の一
層の向上を図るための支
援を行っています。 

その他 
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Ⅲ．支援の特徴 

①概 要 

２．相談・指導員数 836人 （平成28年4月1日現在） 
３．相談件数（平成27年度） 
  （一般）窓口相談  204,981件  巡回相談  214,983件 
  （ものづくり）相談件数   32,473件 … ものづくり補助金に関する中小企業への対応  

１．相談窓口        ４８ヶ所 （４７都道府県＋全国） 

②特 徴 
中央会の主な目的    

経営資源に乏しい中小企業が、競争力の図るために連携･組織化･集積を推進し、その強固
な連携、団結によって、共同事業を実施することによって、中小企業の持続的発展を実現する。  

中央会の主な支援 
＊＊＊組合等連携組織を通じた中小企業への支援（力の発揮の増幅）＊＊＊ 

○課題解決を図るための組織の設立･運営支援、業種所管課からの情報を提供 
○複数企業群の創業、業種間の連携、異業種の連携や任意グループの発掘と組成  
※課題１．経営者の高齢化の進む中、組合員の世代交代や新規加入が必要 
※課題２．重点的に実施したい事業として、過半数を超える組合が「情報収集･収集事業 
            業」と回答。現状の打開を図るイノベーションに必要な情報を求めているのでは 
        ないか。組合によるＩＴの活用による情報提供力の強化が課題 ３ 



Ⅳ．支援の事例 
１．事業承継    
①奈良県プラスチック成形協同組合（奈良県） 
 組合員が後継者難によって廃業に至らないよう、事業承継のためのロードマップを組合で作成。
ロードマップの作成後、優れた技術を有する廃業寸前組合員が、事業承継した例が報告されて
いる。 
 
②四国タオル工業組合（愛媛県） 
 組合で、タオルに関する優れた技術者育成のための「タオルマイスター制度」を創設。マイスター
制度ができたことにより、若手の意欲が高まり、人材育成が進み、その実績をもとに厚生労働省
認定の技能検定となった。地元産業の魅力として情報発信され、後継候補が出てきている。 

２．人材不足    
①中部金属熱処理協同組合（愛知県） 
 平成20年度から国の「産学連携人材育成事業」を活用し、メイン事業として人材育成事業
を実施。新技術の開発、生産性の改善、問題解決能力を持った中核人材を育成し、組合員
企業の人材の質的向上が図られた。 
 
②長崎県鉄筋工事業協同組合（長崎県） 
 工業高校の土木・建築学科の２年生を対象に、建設現場で基本技能・技術の実践教育を
行っている。工業高校の教師・生徒の理解を深めることができ、恒常的な人材供給のパイプ作り
に成功している。 
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【参考】組合設立支援事例 
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中部金属熱処理協同組合（愛知県） 

事業活動の内容 

成  果 

組合の概要 

業種：金属熱処理加工業  設立：1971年 

 金属熱処理技術は我が国産業技術の優位性を確
保している重要な要素であるが、業界は中小零細
企業が大半で人材の育成確保にも事欠いている。 
 平成20年度から国の「産学連携人材育成事業」を
活用し、組合員企業の中核人材育成のための教育
カリキュラムを策定し、技術者育成のための教育講
座（金属熱処理チャレンジャー講座）を開講するな
ど、組合主導による本格的な技術者養成システム
の構築・実現に向けた活動を開始。 

 組合主導による人材育成事業を実施し、新技術の開発、生産性の改善、問題解決能力をもった中核人材
を育成する教育システムの開発を手がけたことにより、組合員企業をはじめ業界全体の技術力向上が図ら
れた。 

－次世代を担う中核的な技術者を共同で養成－ 

６ 

  【人材不足対応①】 



長崎県鉄筋工事業協同組合（長崎県） 

事業活動の内容 

成  果 

組合の概要 

－工業高校生の実践教育で人材確保のパイプづくり－ 

業種：鉄筋工事業  設立：1998年 

７ 

 新たな人材不足や技術の伝承が困難となる事
態が予想される中、業界のPR、恒常的人材供給
のパイプ作りを目的として、工業高校の土木・建
築学科の2年生を対象に、建設現場で基本技能・
技術の実践教育を行い、就業意識の高揚を図っ
ている。 
 さらに、工業高校職員を対象に、業界の熟練技
能者を講師とし、現場における先端技術を習熟さ
せ、生徒に対する指導能力の向上を図っている。 

 ①鉄筋工事業に対する工業高校の教師、生徒の理解、②教育事業を通して組合員相互の連携、③人材定
着のための必要事項の理解、④組合員企業に対する人材供給の安定化の道筋が見え、恒常的人材供給の
パイプ作りなどに成果。 
 

  【人材不足対応②】 



Ⅴ．ＰＤＣＡ等支援の評価・人材育成の例 
１．ＰＤＣＡ（総論） 
    
Ｐ 重点事業･事業計画の策定⇒総会で決議 
 
Ｄ  事業計画等に基づく助成事業、政府指定事業、会員サービス事業、一般事業の実施 
 
Ｃ 事業計画等の遂行状況等につき、事務局代表者会議、理事会、監事会、総会等で 
   事業報告（報告書等の作成） 
 
Ａ チェック（評価・意見）に基づき 事業計画の見直し・再検討新規事業の検討  

支援結果の状況等個別に報告は行うものの、改善･実行までの明確なＰＤＣＡサイクルが
十分に回っているとは言えない。（当面の課題） 

２．人材育成（研修体系の見直し） 
 都道府県中央会指導員向けの研修について、各部署による企画・運営を行ってきたが、平
成28年度から、研修企画部門の一元化を図り、「人材育成部」において、すべての研修を一
元管理。また、全国中央会内に設置された「研修企画委員会」等において、研修の効果を踏
まえた研修企画のブラッシュアップを行っている。     

８ 



Ⅵ．他の支援機関との連携、役割分担・実績 
 ○中央会は組合等連携組織とその組合員への支援がメイン 
 ○個々の中小企業に特有な経営課題は、他の支援機関等に繋ぐことが多い。 
 ○都道府県中央会のほとんどが認定経営革新支援機関の認定を受けているが、専門 
   的な事案は他の認定機関と連携して対応している。 
 ○実績等数値の把握･検証は行っていない。 

 ○参考：都道府県中央会同士の連携 
  ① 山梨県中央会と静岡県中央会による相互支援協定 
   平成27年9月25日、緊急時における組合や中小企業に対する相互支援についての協 
   定を締結。具体的には、被災時における被災状況や復旧に関する情報収集への協力、 
   中央会事務局に対する物的・人的支援等の他、緊急時に組合間連携が迅速に行われ 
   るよう同業種組合を中心とした連携の可能性やニーズ調査を行い、業種や業界組合毎 
   の具体的な連携体制の構築をバックアップすることとしている。 
   
  ② 鳥取県中央会と徳島県中央会による災害時中央会間連携協定 
   平成26年5月19日、鳥取県及び徳島県のいずれかの県域において災害が発生した場 
   合に、中央会及び中央会傘下の組合並びに組合員企業による支援を行うことにより、迅 
   速な復旧・復興及び事業継続の確保を図ることを目的としている。 
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【参考１】 
１．事業協同組合の実態調査 
   （平成２７年実施、2,169組合を対象に書面調査、回収は1,599組合） 
 
  （１）最近の組合員の増減：増加傾向の組合は６．２％、減少傾向の組合が約半数 
 
  （２）共同事業の実施状況：共同宣伝販促、共同販売･受注などが大きく増加 
     市場の成熟化等に伴い、販売面の補強を図っているのではないか。 
 
２．組合員へのアンケート調査 
  （平成２８年実施、1,041組合とその組合員企業約２千社について調査） 
 
  （１）生産性向上、取引力強化を行う上で重点的に実施したい事業 
     ５２．７％の組合が「情報収集･収集事業」と回答 
 
  （２）組合員が組合に加入する理由 
     信用力の取得（７７．１％）、技術･市場の情報交換（６１．４％） 
      
    激変する経営環境に対応するため、現状の打開を図るイノベーションに必要な情 
  報を求めているのではないか。組合によるＩＴ活用等による情報提供力を一層強化の 
  必要。 
  

10 
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【参考２】 
日本デリカフーズ協同組合（東京都） 
             ～大手コンビニを支える総菜業者～ 

大手コンビニにおける商品開発の仕組み 

大手コンビニの開発体制 

日本デリカフーズ協同組合は大手コンビニと共同でオリジナルデイリー商品の開発を行っています。 



・世界の航空機市場の規模は、年々増加する旅客需要等を背景に今後ますます拡大していく中、メーカー間の競争も激しく、 
 設備や部品供給の参入は厳しい品質やコスト、納期、柔軟性を求められる。 
・東海地域は航空機関連メーカーが集積し、「アジアNO.１航空宇宙産業クラスター形成特区」に認定。航空機産業の振興に 
 官民を挙げて取り組んでいる地域。 
・板金加工、機械加工メーカーと自動車部品メーカー計９社（現在は１０社）の中小企業が 
 自動車産業の部品生産管理手法を取り入れた航空機部品の一貫生産を行うべく協同組合を設立 
 （平成２７年４月）。今後、高レート生産の民間航空機の機械部品・板金部品 
 （ボーイング機種、ＭＲＪの中小物部品）を生産する。 

●航空機部品加工技術と自動車量産技術の融合 

Ｓｔｅｐ１ 日本で部品作りを継続できる競争力醸成 
Ｓｔｅｐ２ 海外から受注 

●のこぎり刃型生産から一貫生産へ 

航空機部品生産協同組合（三重県） 

12 



にいがた雪室ブランド事業協同組合 

• 新潟県の地域資源である“新潟の雪”を使用し、異業種が集
まった新たなビジネスモデルにより、新潟の雪を活用した「越
後雪室屋」の地域ブランド化を目指す。 

• 新潟県内の食品業者では、古くから雪室を活用した商品を
提供してきた。雪室保存食品は、エネルギーを使用しないた
め、エコな食品として時代要請にも適合している。 

 

13 

雪室（施設
内部に雪を
貯蔵） 



関西・食・輸出推進事業協同組合（大阪府） 

• 平成２５年８月設立。平成２８年４月現在７１社加入。 
• 目的：関西国際空港を拠点空港として、中小企業ではでき

ないスケールメリットを発揮し、商品開発や、海外への販
路拡大を行う。 

• 加入企業の製品を混載する共同輸出により、コスト軽減 
• 現地バイヤーと直接交渉や組合を通しての交渉も可能 
• 海外での商談会や物産展等を開催 

14 
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